
【様式第1号】

[資産の部]

１ 有形固定資産

(１) 土地 0

(２) 施設設備

① 取得価額 6,863,950

② 減価償却累計額 △ 6,863,948 2

(３) 車両等

① 取得価額 3,390,560

② 減価償却累計額 △ 2,183,996 1,206,564

(４) 建設仮勘定 0

1,206,566

２ 無形固定資産

(１) ソフトウェア 0

(２) その他 0

0

３ その他 0

1,206,566

[負債の部]

１ 地方債 0

２ 長期未払金 0

３ 退職手当引当金 29,289,050

４ その他 0

29,289,050

（単位：円）

一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧表

（令和７年３月３１日現在）

有　形　固　定　資　産　合　計

△ 28,082,484

無　形　固　定　資　産　合　計

資　　産　　合　　計　　a

負　　債　　合　　計  　b

(　差　引　)資　産　負　債　差　額

(　ａ　－　ｂ　)　＝　ｃ　　



【様式第2号】　

【処理原価】 （単位：円）

生活系 事業系 小計 生活系 事業系 小計 生活系 事業系 小計

１． 人件費

(１) 職員給与費（一般職） 15,790,000 15,790,000 0 15,790,000 0 0 0 0 0 0

(２) 職員給与費（技能職） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(３) 退職手当引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(４) その他 3,197,927 3,197,927 0 3,197,927 0 0 0 0 0 0

小　　計 18,987,927 18,987,927 0 18,987,927 0 0 0 0 0 0

２． 物件費等

(１) 処理費 15,833,000 15,833,000 0 15,833,000 0 0 0 0 0 0

(２) 委託費 404,327,000 184,088,000 0 184,088,000 135,956,126 37,331,874 173,288,000 46,951,000 0 46,951,000

(３) 減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(４) その他 1,045,000 1,045,000 0 1,045,000 0 0 0 0 0 0

小　　計 421,205,000 200,966,000 0 200,966,000 135,956,126 37,331,874 173,288,000 46,951,000 0 46,951,000

３． 移転費用

(１) 組合分担金等（処理及び維持管理費） 219,803,000 0 0 0 172,450,281 47,352,719 219,803,000 0 0 0

(２) その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 219,803,000 0 0 0 172,450,281 47,352,719 219,803,000 0 0 0

659,995,927 219,953,927 0 219,953,927 308,406,406 84,684,594 393,091,000 46,951,000 0 46,951,000

構　成　比　率　（％） 33.3% 0.0% 33.3% 46.7% 12.8% 59.6% 7.1% 0.0% 7.1%

処 理 原 価 合 計

一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書
自　令和６年４月 １ 日
至　令和７年３月３１日

総　　額
収集運搬 中間処理（焼却・資源化等） 最終処分（埋め立て）



【様式第3号】

【経常費用】 （単位：円）

１． 処理原価

(１) 人件費 18,987,927

(２) 物件費等 421,205,000

(３) 移転費用 219,803,000

659,995,927

２． 管理費用

(１) 人件費 78,608,499

(２) 物件費等 4,133,000

(３) 移転費用 0

(４) その他管理費用 0

82,741,499

742,737,425

【経常収益】

１． 使用料及び手数料

(１) 指定袋・シール等販売収入 41,375,000

(２) 直接搬入ごみ手数料 0

(３) その他 0

41,375,000

２． 補助金等収入

(１) 国県等支出金（運営費補助金等） 0

(２) [一部事務組合等]市区町村分担金（処理及び維持管理費） 0

(３) その他 0

0

３． その他

(１) 資源物等売却収入 4,462,336

(２) 売電等収入 0

(３) その他 219,654

4,681,990

46,056,990

6.20%

696,680,435

【経常外費用】

１． 移転費用

(１) 組合分担金等（建設・改良費） 0

(２) その他 0

0

２． その他

(１) 災害廃棄物処理事業経費 0

(２) 資産除売却損 0

(３) その他 0

0

0

【経常外収益】

１． 施設整備補助金等収入

(１) 国県等支出金（施設整備補助金） 0

(２) [一部事務組合等]市区町村分担金（建設・改良費） 0

(３) その他 0

0

２． その他

(１) 災害廃棄物処理事業収益 0

(２) 資産売却益 0

(３) その他 0

0

0

696,680,435

合　計

至　令和７年３月３１日

一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書
自　令和６年４月 １ 日

経 常 外 収 益 合 計

（ 差 引 ） 純 行 政 コ ス ト
ｃ + （ ｄ － e ）

経 常 外 費 用 合 計

経 常 収 益 合 計 ｂ

（ 差 引 ） 純 経 常 行 政 コ ス ト
（ ａ － ｂ ） ＝ ｃ

合　計

経 常 行 政 コ ス ト ａ

合　計

合　計

合　計

合　計

合　計

合　計

合　計

構 成 比 率 （ ％ ）

ｂ／ａ（％）



【様式第4号】

Ⅰ．財務書類の作成方針 

（１）財務書類の作成方針

本財務書類は、(改訂）一般廃棄物会計基準に基づき、本市の統一的な基準による財務書類の数値から

一般廃棄物処理事業分を抽出・按分して作成しています。

減価償却・引当金の計上基準は、本市の統一的な基準に基づく財務書類の会計方針に準拠しています。

Ⅱ．重要な会計方針の変更等 

（１）会計方針の変更   なし

（２）表示方法の変更 なし

Ⅲ．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 なし

（２）組織・機構の大幅な変更 なし

（３）重大な災害等の発生 なし

Ⅳ． 追加情報

（１）３Rに係る先進的な取り組み事例

将来の環境意識の醸成を目的として、小学生を対象とした環境教室を実施し、分別の重要性や

３Ｒの実践について啓発を行いました。

（２）循環型社会の形成に資する施設の整備状況

（単位：千円）

施設区分 竣工年度 総事業費
左記の内、

国庫支出金及び都
道府県支出金

（３）場外余熱等利用施設の状況

余熱等供給形態

Ⅴ． その他特記事項

⑴ごみ処理広域化の推進

松山ブロック（3市3町）における持続可能な廃棄物処理体制の構築に向け、以下の通り広域化に向けた協議を継続しています。

＜これまでの経緯と現状＞

　令和4年3月に「松山ブロックごみ処理広域化基本構想」を策定し、令和5年3月には「ごみ処理広域化に

　関する基本方針」を締結しました。

　これを受け、令和6年度においても、広域化の実現に向けた具体的な協議を進めています。

一般廃棄物の処理に関する事業に係る財務書類における注記

事業名

施設名 利用内容


